
令和３年第２回取手市議会定例会議事日程（第４号）

令和３年６月１５日（火）午前１０時開議

日程第１ 議案第３３号 取手市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例

について

議案第３４号 取手市税条例の一部を改正する条例について

議案第３５号 取手市個人情報保護条例及び取手市個人番号の利用及び特

定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例につ

いて

議案第３６号 取手市手数料条例の一部を改正する条例について

日程第２ 議案第３７号 取手市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について

議案第３８号 取手市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例について

日程第３ 議案第３９号 取手市移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例について

議案第４０号 市道路線の認定について

日程第４ 議案第４４号 令和３年度取手市一般会計補正予算（第５号）

日程第５ 意 見 書 案

第 ８ 号

水戸地方裁判所土浦支部における労働審判の実施を求める

意見書について

日程第６ 休会の件



議 案 付 託 表

令和３年第２回定例会

○総務文教常任委員会

〇福祉厚生常任委員会

〇建設経済常任委員会

〇一般会計決算・予算審査特別委員会

事件 の 番 号 件 名

議案第３３号 取手市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例について

議案第３４号 取手市税条例の一部を改正する条例について

議案第３５号 取手市個人情報保護条例及び取手市個人番号の利用及び特定個人情報の提

供に関する条例の一部を改正する条例について

議案第３６号 取手市手数料条例の一部を改正する条例について

事件 の 番 号 件 名

議案第３７号 取手市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例について

議案第３８号 取手市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例について

事件 の 番 号 件 名

議案第３９号 取手市移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例について

議案第４０号 市道路線の認定について

事件 の 番 号 件 名

議案第４４号 令和３年度取手市一般会計補正予算（第５号）



議案第４４号 令和３年度取手市一般会計補正予算（第５号）

質疑通告一覧表

令和３年第２回定例会

質疑

順位
質疑者

質疑事項

（一般補正予算に係る事項）

質疑要旨

（質疑事項について具体的に記入）

議案書の

ページ等

１ 染谷和博

議 員

交通バリアフリー推進に

要する経費について

１ 参考資料にあるホームドア使用開

始時期

議案書P14

取手グリーンスポーツセ

ンター管理運営に要する

経費について

１ 責任の所在 議案書P17

都市交通施策の推進に要

する経費について

１ 鉄道軌道安全輸送設備等整備事業

補助金

議案書P13

２ 落合信太郎

議 員

救急業務に要する経費に

ついて

１ 何名体制

２ 業務内容

議案書P14

文化財保護に要する経費

について

１ 検査体制

２ 状態

３ 工期

４ 文化財保護の範囲

議案書P16



意見書案第８号

水戸地方裁判所土浦支部における労働審判の実施を求める意見書について

上記の意見書案を別紙のとおり、会議規則第１４条の規定により提出する。

令和 ３年 ６月１４日

取手市議会議長

齋 藤 久 代 殿

提出者 取手市議会議員 山野井 隆

〃 〃 染谷 和博

〃 〃 関戸 勇

〃 〃 細谷 典男



水戸地方裁判所土浦支部における労働審判の実施を求める意見書（案）

平成18年４月から施行された労働審判制度は，個々の労働者と事業主との間に生じた労働関

係に関する紛争を，裁判所において，迅速，適切かつ実効的に解決することを目的とした制度

である。労働者側は勿論，紛争を早期に解決したいと考える使用者側にとっても評価が高い制

度であり，制度の導入以来，全国的に労働審判の申立件数は増加している。

また，労働審判制度は導入当初，全国の地方裁判所の本庁のみにおいて取り扱われていたが，

平成22年４月の東京地方裁判所立川支部及び福岡地方裁判所小倉支部に続き，平成29年４月

より，長野地方裁判所松本支部，静岡地方裁判所浜松支部及び広島地方裁判所福山支部におい

ても取り扱いが開始された。

しかしながら，水戸地方裁判所土浦支部においては，現在のところ労働審判は実施されてい

ない。そのため茨城県県南地域の住民や事業者が労働審判を利用するには，本庁がある水戸市

まで出向かなければならず，移動のために多大な時間的，経済的な負担を強いられることにな

る。

そのため，結果として長期間の争いになることの多い通常訴訟を水戸地方裁判所土浦支部に

提起したり，あるいは費用対効果の観点から労働審判の利用を諦めざるを得ないケースも生じ

ている。

市民に対する司法サービスの提供は，地域間で格差があってはならず，裁判を受ける権利を

実質的に保障するためには，地方裁判所の支部において取り扱うことができる事件を拡大する

ことが必要である。

よって，地域における司法の充実を実現するため，下記の事項が速やかに実現されることを

強く要望する。

以上のことから、地方自治法第99条の規定により、下記の事項について意見書を提出する。

記

１ 水戸地方裁判所土浦支部において，労働審判の取り扱いを開始すること。

２ 上記のため必要な裁判官及び裁判所職員の増員，物的施設の整備を行うこと。

令和 ３年 ６月 日

茨城県取手市議会

【提出先】内閣総理大臣 衆議院議長 参議院議長 最高裁判所長官 法務大臣


